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1．未成年者保護法理の意義
































顕在化した昭和 50 (1975) 年以降であった。未成年者もそうした取引の






2012 年度、全国の消費生活相談の件数 85 万 2,649 件のうち、20 歳未満





























にとって、総額 16 万 5,000円、月
1 万 4,000円の 12回払いの化粧品等の売買契約は、「親権者から事
前に処分を許された財産」に該当するか。
② 販売業者に言われるがままに、立替払契約の申込み書面に 20 歳に

































































( 1 ) 未成年者の消費者被害に関する現状と法的な課題については、「特集 若者
と消費者法」現代消費者法 3 号 (2009 年) に掲載の諸論文が参考になる。
とりわけ、拙稿「未成年者取消権の市民法理論と消費者法理」28頁、赤松
茂「消費者被害救済における未成年者取消規定の活用」53頁。
( 2 ) 民法の立法当初の未成年者に関する規定の立法経過については、法務大臣
官房司法法制調査部監修『法典調査会民法主査會議速記録 民法第一議案
法典調査會決議案 (日本近代立法資料叢書 13)』商事法務研究会 (1988) を
参照。この資料叢書をまとめて、当時の議論を整理する論考として、吉田和
夫「未成年者と契約 ―― 必要品契約について」早稲田大学社会科学研究
45 号 (1992) 89頁がある。
( 3 ) 民法の現代語化等を目的とする 2004 年 (平成 16 年) の民法の一部改正法
の施行により、2005 年 (平成 17 年) 4 月 1 日から、制限能力者からさらに
制限行為能力者との表現に改められた。
( 4 ) ドイツ法における未成年者保護の法的意義を検討する論考として、川角由
和「市民法における未成年者保護と契約責任・不当利得責任のありか
た ―― ドイツ民法学の教訓」島大法学 35 巻 4 号 (1992) 83頁以下
( 5 ) 国民生活センター編『消費生活年報 2013』8頁以下。
( 6 ) 国民生活センター・前掲注釈 (5) 11頁。
( 7 ) 判例時報 1198 号 143頁。本判決の判例評釈として、加賀山茂・別冊ジュリ
スト 135 号 110頁、拙稿・別冊ジュリスト 200 号 14頁がある。
( 8 ) キャッチセールスは、昭和 63 年の旧訪問販売法 (現在は、特定商取引に関
する法律) の改正により、訪問販売としての法規制に服している。もっとも、
本件事案の契約は、昭和 58 年 8 月 25 日に販売会社との間で売買契約を、翌
26 日に信販会社との間で立替払契約を締結しているため、旧訪問販売法の
適用はない。
( 9 ) 15 歳に達した未成年者は、親権者又は後見人の同意を得れば、翌年度から
192 (647)
働くことができる (労働基準法 56 条)。
(10) その実態は、「合理的なヤングのクレジット利用」という副題がつけられた
1998 年版の『消費者信用白書』(日本クレジット産業協会) で報告されてい







































(2013 年 8 月 14 日
(15)
) では、2012 年 4 月から 2013 年 6 月末までの 86 件の
相談のうち、幼児が 4 件、小学生が 33 件、中学生が 30 件、高校生が 19
件を占めており、支払手段としては親のクレジットカードの無断使用




























































































責任を負う (民 712 条)。責任弁識能力を備えると一般的に考えられてい
















金のうち、店側がカード会社からの返金請求に応じた 88 万 4,000円につ
いては問題となっていない。本件訴訟で争われたのは、カード会社からの









































































注(12) 国民生活センター・前掲注 (5) 書 28頁。
(13) http : //www.kokusen.go. jp/news/data/n-20121220_2. html
(14) 例えば、国民生活センター「いつの間に？子供がカード決済でゲームアイ
テム購入」2012 年 2 月 28 日 (http : //www.kokusen.go. jp/mimamori/km
j_mailmag/kmj-support48. html)、同「孫がカード番号を入力！オンライン
ゲームの高額請求」2013 年 1 月 16 日 (http : //www.kokusen.go. jp/mima
mori/kmj_mailmag/kmj-support59. html) など。
(15) http : //web. pref.hyogo. lg. jp/press/20130814_55309e3fc9bae72e49257bc70
0061c32. html
(16) 例えば、オンラインゲーム会社大手のガンホー・オンライン・エンターテ
イメント社は、16 歳未満は月 5,000円、16 歳から 19 歳は月 2 万円の利用限




と」龍谷法学 24 巻 3･4 合併号 (1992) 91頁。
(18) 判例タイムズ 1291 号 50頁、金融商事判例 1300 号 71頁。本判決の判例評
釈として、河上正二・別冊ジュリスト 200 号 230頁、下村信江・判例タイム
ズ 1291 号 50頁、尾島茂樹・クレジット研究 41 号 195頁。なお、本判決の
代理人弁護士による判例紹介として、福崎博孝「有料サイトの利用とクレ
ジットカードの支払いをめぐる訴訟における未成年の子の親の責任」現代消









平成 5 年 10 月 18 日判時 1488 号 122頁・判タ 845 号 254頁、大阪地判平成



















父親である被告に対する本件請求を放棄した」福崎・前掲注 (18) 論文 44
頁。
(23) 判例時報 2199 号 52頁。判例を紹介する原稿として、辰巳裕規・消費者情




(民 4条、民 753 条。以下、便宜的に、満 20 歳を成年年齢と記載する)。
未成年者が有効に法律行為 (そのほとんどは契約) をするには、その法
定代理人の同意を得なければならない (民 5 条 1項本文)。同意のない法
律行為は取り消すことができる (民 5 条 2項)。未成年者に親権者がいれ








ができる (民 5 条 3項)。前者の例としては、学資や特定の旅費等が、後
者の例としては小遣いや仕送り等が挙げられる。また、未成年者が法定代
理人から営業を許可された場合には、その営業に関しては成年者と同一の
行為能力を有する (民 6 条)。同一の行為能力という表現からは、この場
合には事実上、行為能力を創設する条文になっていると理解できる。
未成年者取消権は、未成年者及びその法定代理人がともに行使すること




















































































































































































































(24) 例えば、大江忠『ゼミナール要件事実』第一法規 (2003) 8頁。























未成年者取消権の行使を認めている (札幌地裁平成 20 年 8 月 28 日判決・釧
路地裁帯広支部平成 18 年 7 月 13 日判決、いずれも判例集未登載。この判決
を解説する論考として、猪野亨「携帯電話利用契約をめぐる訴訟からみる未
成年者保護」現代消費者法 3号 34頁)。
(28) 判時 1646 号 162頁、判タ 980 号 101頁。本件の判例評釈として、落合誠
一・別冊ジュリスト 200 号 (2010) 86頁。
(29) 兵庫県生活科学総合センターの緊急提言では、オンラインゲームに関する







(31) 民集 23 巻 2 号 291頁。判例評釈として、新井誠・別冊ジュリスト 195 号
(2009) 14頁。
(32) 高森教授は、この最高裁判決の考え方を「緩和というよりはむしろ詐術と
いう概念の空洞化というべき」と批判する (高森・前掲注 (30) 書 298頁)。
(33) 谷口知平・石田喜久夫編『新版注釈民法 (1) 改訂版』(有斐閣、2002) (磯
村保執筆) 398頁。
(34) 道垣内弘人『ゼミナール民法入門〔第 4 版〕』日本経済新聞社 (2005) 73
頁
4．ひとまずのまとめ
本稿で私は、未成年者を契約当事者とする取引に関して、クレジット決
済が利用された場合の法的論点のいくつかについての整理を試みた。その
限りでは、ネットでのデジタルコンテンツやオンラインゲームなどの取引
の場面においても、依然として未成年者取消権は未成年者に対する取引の
適正化を図る法的な手段として有効であることに変わりはないことが確認
209(630)
できたと考えている。確かに、未成年者が親権者等のクレジットカードを
不正使用して決済をした場合には、未成年者に対してカード会社が不法行
為に基づく損害賠償を請求できる余地がある。この場合には、未成年者取
消権の行使によって契約に基づく債務を未成年者に負担させないとの原則
の例外が生ずる可能性がある。もっとも、カード会社の本人確認手続のず
さんさがカード会社の過失として問題になる。本人確認手続が十分に果た
されていない場合のカード債務のあり方について、未成年者の不正使用に
限定せずに検討し、クレジットに関する法制度として一定の対応を考える
ことも必要であるように思われる。
さて、ネットを介した取引においては、未成年者が重要な取引相手であ
ることに疑いはない。今、新しい取引のパイオニアとしての事業者が腐心
すべきは、未成年者保護法理をどのようにして回避するかではない。未成
年者に適正な取引環境を法的にも、技術的にも整備することで、親権者を
初めとする社会の信頼を得るに足る契約の仕組みを整備することに取り組
むべきである。ネットでの取引が適正に発展するためには、それは不可欠
の課題である。
210 (629)
